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背景 
米国においては，東西冷戦の終結が契機となってサービス業が大量に誕生した。軍縮は，

巨大軍事企業を中核とする産業構造をサービス業構造へ転換させた。サービス業を構成し

ている企業は，短期高収益を目指す自立型個人ベンチャー企業である。米国政府は，輸送，

公共サービス，環境・防災・安全，医療などへの効果的な対応，その解決の効率化に直面

している。効率化には，膨大・複雑な情報・データの中から意思・政策決定に有益な情報・

要因を検索する手法が必須である。その手法の開発は，膨大な情報・データの科学化・体

系化を必要としている。ＩＢＭは，情報通信技術ＩＣＴを基盤にサービス業務の効率化を

図るため，サービスの科学化を提唱している。米国科学財団 1)は，2002 年から公共・救援
サービスなどの効率化のための研究開発を支援している。 
１．サービスの定義 
サービス業務は，警備，洗濯，介護，医療，旅館，修理，教育，調査などであり，その

歴史が古い。サービス業務の特質は，学校や官公庁のように機械化が難しく，人力に依存

し，物質を売買しない(無形)ことにあると考えられていた。しかし，新しい取引形態が次々
と誕生している。例えば，物財を売買(所有権移転)しなくても，リース・レンタル(使用権
移転)が売買と同じ効用を果たす。サービスの定義は，実体が変貌しており，未確定である。 
２．中小印刷業のサービス業化 
多くの中小印刷業の営業形態は，受注型下請形態である。ＩＣＴの進歩は，インターネ

ット，携帯電話を中核とするクロスメディア社会を構築している。印刷物は伝達速度が遅

く，市場規模が縮小している。しかし，印刷物は，一覧性，記録性に優れており，文化遺

産の記録手段として最適である。全日本印刷工業組合連合会 2)は，市場規模縮小の対応策と

して，①印刷技術の深堀り・応用，および②地域密着・企画関連・サービス業務(インフォ
メーション・プロセシング・サービスＩＰＳ)への参入を提言している。その成功事例は多
くない。ＩＰＳへの参入は進んでいない。その原因は，不明であるが，内実が非中核業務

のアウトソーシングであり，低賃金，人材派遣，セキュリティなどが推測される。中小印

刷業においてサービス業化に求められる最大の課題は，ＩＣＴ人材の育成 3,４)である。 
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